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Abstract: The current higher education reforms in Japan have created a demand for new types of 
specialists who have had important roles in most universities since around 2000. This article focuses on 
Faculty Developers, Career Consultants, Institutional Researchers, University Research Administrators and 
Technology Licensing Managers among such new types of university-related jobs. Due to the lack of 
formal education systems to become one of these professionals, most of the candidates do not have 
enough knowledge and skills, and tend to come from related academic or business areas. When they are 
hired by universities, funds for their employment often come from government money budgeted for a 
time-limited and specific educational reform project. As a result, they tend to be hired for only a limited 
period of time, and/or their position and wage levels are usually lower than more traditional professions in 
universities.















































































































FDer）を取り上げる。FDer とは一般の FD 担当者
とは区別され，FD 担当者の中でも兼任ではなく












(Acceleration Program for University Education 
Program Rebuilding : AP)」では，FD を重視して，
その参加率の記載や体制整備等を必須にしている。
14 年度に採択された大学の事例を見ると注 2)，県



























































「FD ネットワーク代表者会議（Japan Faculty 
Development Network : JFDN）」が開始されて注 3)，
さらに日本における FDer の専門家団体として「日
本高等教育開発協会」（ Japan Association for 
Educational Development : JAED．以下 JAED）も創
設された。実質的には FDer 拡大の機運は高まっ


























る割合は，11 年が 23.6％（国立 45 校，公立 16 校，
私立 118 校，計 179 校），13 年は 26.9％（国立 50
校，公立 16 校，私立 139 校，計 205 校）と約 3
ポイント増加している。また，「外部の専門家を必
要に応じて活用（研修会講師として招く場合を含
む）」については，11 年が 53.5％（国立 59 校，公
立 57 校，私立 290 校，計 406 校），13 年は 57.1％
（国立 64 校，公立 48 校，私立 323 校，計 435 校）

































































際的な FDer の連合体には ICED（International 
Consortium for Educational Development）がある。
そ こ に は 米 国 の POD （ Professional and 
Organizational Development Network in Higher 








































































してきた。起点となったのは 01 年から 02 年の動
向である。01 年 4 月には職業能力開発促進法の改

















































































たキャリア・コンサルティング研究会が 07 年 3
月に発表した報告書によれば 06 年 3 月末で約




れば 16 年 3 月末時点で標準レベルのキャリア・コ
ンサルタントが 45,785 人，16 年 7 月末時点での技
能士が 7,308 人であった注 6)。キャリア・コンサル



















































下），中群（およそ 1,100 人から 3,800 人），大群（お
よそ 3,800 人以上）に区別したとき，先の質問に
対して小群では「あてはまる」，「ややあてはまる」































































































































平均 4.6 名，最小 1 名，最大 56 名となっている（回
答者のカウント方法に揺れがあるため，最大値が
極端に多い）。IR 組織の専任職員数については，














前 9 時から午後 5 時（内休憩時間 60 分）」で「原
則，週 5 日間勤務」とされて，任期は 1 年更新で









































































育質保証システムの創出――国公私立 4 大学 IR
ネットワーク」を発端としており，「高等教育機関
全体における学士課程教育の質保証システムを推













コンソーシアムが組織された。17 年 2 月 15 日時









































































































日本に URA を導入するにあたり，米国の URA
が紹介されている。米国では 60 年代より専門職と




（NCURA[National Council of University Research 


















































日本にはなく，08 年に香川大学で採用された 1 名
が初めてである 27)。近況については，文部科学省
が「平成 26 年度 URA システム整備についての現
状」で報告している注 19)。この 14 年の調査による
と，「URA として配置」と整理する者が「いる」
と回答した機関は 88 である。「URA として配置」
と整理する者の総数は 791 人である。
総数の性別割合は，男性が 64％，女性が 36％で
ある。年齢構成は，39 歳以下が 35％，40～49 歳
が 30％，50～59 歳が 15％，60 歳以上が 20％とな
っている。40 歳以下が 65％を占めている。雇用形
態については，「期間の定めのある雇用」が 80％，
「期間の定めのない雇用」が 20％と，5 人に 4 人
は有期雇用者となっている。彼／彼女らの前職は，
割合の多い順に「事務系職員」が 29％，「研究職」


















































22 科目（入門的な序論（2 科目），共通的科目群 A・

















































































































する法律」（いわゆる TLO 法：Technology Licensing 
Organization 法）に基づいて進められた事業が挙げ

































































学連携学会である。16 年 2 月時点で，正会員 283
人，準会員 55 人，団体会員として正会員 38 団体，




















































































































































































































存在する 36), 37), 38), 39)。
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